<実践報告> 災害時における車中泊避難の現状と課題 ―感染症拡大状況下の避難事例から― by 山本 克彦 & 山﨑 水紀夫
日本福祉大学社会福祉学部






































































































　令和 2 年 7 月豪雨は，梅雨前線の停滞と線状降水帯が原因となり，気象庁によって 7 月 4 日
（土）4 時 50 分，大雨特別警報が熊本県・鹿児島県に対して発表されている．この時点での避難
所開設状況は 19 市町村で 106 か所，避難世帯は 113 世帯 211 名7であった．筆者（山本）が先遣
















【7 月 10 日（金）】移動
【7 月 11 日（土）】
07 時 00 分：現地（球磨郡内商業施設）集合
　熊本県立大学教員，学生と合流し日程打合せ
07 時 13 分：人吉市災害ボランティアセンタ－
　センター職員に聞き取り，センター内情報収集
07 時 35 分：鍛冶屋町通り
　被害の大きかった商店街にて，宿泊施設，商店等の被害確認





09 時 08 分：球磨村渡地区，茶屋地区
　周辺の被害状況確認と被災した住民に聞き取り
10 時 04 分：人吉スポーツパレス（人吉市最大の避難所，この時点で 500 ～ 600 名）
　避難所運営スタッフ，福祉支援活動中の専門職への聞き取り




【7 月 12 日（日）】
10 時 30 分：熊本県庁内，熊本県保健医療調整本部
　DMAT 派遣の医師（藤田医科大学）より情報収集
14 時 00 分：熊本学園大学
　ソ教連九州ブロック教員および専門職団体関係者と今後の支援を相談
【7 月 13 日（月）】移動
　以上から避難所について，筆者（山本）の観察と聞き取りによって把握できた状況は次のとお
りである．
　この時点での保健医療福祉支援については，DMAT10 の県内 34 チーム中，17 チームが人吉・
球磨地域で活動．避難所への支援は JMAT11，日赤救護班，災害支援ナース，DHEAT12 等が活
動している．また人吉市において開設されている避難所数は 10 か所．避難人数は 1200 名と報告
されている13が，当日聞き取りではそのうち 600 名ほどの避難住民が人吉スポーツパレスに避難












あった（写真 1 参照）．後日の聞き取りでは，前日（7 月 10 日午前）にこうした設営がされてい
ることがわかった．この避難所は球磨川氾濫によって 7 月 4 日には開設されていたが，当初，体
育館の備品等で衝立をする等の状態であり，その後，専門家（避難所・避難生活学会理事）や県
担当者，自衛隊等で大規模な整備がなされている．


































































































































































































ると，阪神・淡路大震災（1995 年）：4 件，新潟県中越地震（2004 年）：323 件，東日本大震災
（2011 年）：296 件，熊本地震（2016 年）：2,774 件という報告がある26．
　熊本地震での車中泊避難の増加理由は前震・本震の大きな揺れへの恐怖や防犯対策，また地震

































10　Disaster Medical Assistance Team：災害派遣医療チーム
　「災害急性期に活動できる機動性を持ったトレーニングを受けた医療チーム」と定義されている．
11　Japan Medical Association Team：日本医師会災害医療チーム
　DMAT が発災直後に派遣される一方，JMAT は DMAT のあとを引き継ぐ形で現地活動を行うとさ
れている．




13　熊本県災害対策本部会議次第（第 9 回 7 月 11 日午後 3 時より）
14　この調査は毎日新聞が実施したもの．2020 年 6 月 12 ～ 23 日，災害救助法で大規模災害時に救助主体
となる全都道府県と，政令市のうち同法で救助実施市に指定され，府県に代わって救助の主体となる 12
市の計 59 自治体にアンケート形式で実施された．
15　「球磨川氾濫で避難所は「キャパ超え」　災害とコロナ，両にらみの難しさ」毎日新聞（7 月 4 日）
（URL：https://mainichi.jp/articles/20200704/k00/00m/040/143000c）
16　「平成 28 年熊本地震に関する県民アンケート調査結果報告書」熊本県知事公室　危機管理防災課（平
成 29 年 3 月 13 日）
17　「平成 28 年熊本地震に係る初動対応の検証レポート」（平成 28 年 7 月熊本地震に係る初動対応検証
チーム）
（URL：http://www.bousai.go.jp/updates/h280414jishin/h28kumamoto/shodotaio.html）








（国土交通省気象庁ホームページ，2021 年 5 月 14 日時点
参照 URL：https://www.data.jma.go.jp/svd/eqev/data/nteq/info_criterion.html）
















26　前掲 6 において，稲月は 1949 年の地震観測法改正以降に起きた最大震度 7 クラスの地震について，
「日経テレコン 21」を利用した，新聞全紙検索を実施している（検索期間は各地震発生後 2 ヵ月）．
